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4．中小企業等の新事業展開支援 

 

44..11  多多様様なな連連携携にによよるるオオーーププンンイイノノベベーーシショョンン等等のの促促進進  

44..11..11  「「東東京京イイノノベベーーシショョンン発発信信交交流流会会 22002222」」WWEEBB 展展示示会会  

企業が新たな顧客と出会う機会を提供し、製品開発や販路開拓、企業間交流を促進するこ

とを目的に、展示交流会「東京イノベーション発信交流会 2022」WEB 展示会を開催した。 

都産技研の利用企業および都産技研と業務連携協定を締結している大学・研究機関、支援

機関、行政機関、金融機関から推薦された企業が出展した。 

日時：2022 年 1 月 20 日（木）～2022 年 2 月 18 日（金） 

開催場所：地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 特設ウェブサイト 

後援：公益財団法人東京都中小企業振興公社 

出展企業：66 社 参加登録者：601 名 

 

◆WEB 展示会概要◆ 

出展企業 66 社が自社製品・技術を紹介 

都産技研支援メニュー・技術シーズの紹介、連携機関ウェブサイトの紹介 

 

44..11..22  異異業業種種交交流流事事業業  

技術革新の急速な進展とともに、消費者ニーズの多様化・高度化など、社会経済環境が大

きく変化している中で、経営資源が十分ではない中小企業が発展していくためには、業種を

越えて互いの技術力やノウハウを提供し合い、新分野進出への方向性を探っていく異業種交

流が有効な手段の一つとなる。2021 年度は、異業種交流活動の活性化と新グループの形成支

援を目的とした取り組みを実施した。 

 

(1) グループ形成支援 

都産技研では、異業種交流グループ（旧称 技術交流プラザ）を 1984 年度から毎年発

足させ、課題解決型と製品開発型合せて 32 グループ約 400 社の会員が活動している。 

2021 年度は、課題解決型グループの形成支援を行い、参加企業 24 社のグループが新規

に発足した。交流会を 6 回開催し、SDGs 勉強会や、グループワーク、講演会、都産技研

見学を行った。また、課題解決型の既存グループは、交流会を累計で 87 回開催し、参加

者は 658 名（内オンライン開催は 42 回、参加者数 292 名）であった。 

 

(2) グループ間交流支援 

1)  グループ協議会 

既存グループが、活動状況や計画を紹介することで、グループ間相互の交流を促進する

とともに、昨年度は新型コロナウイルス感染症対応のために中止になった第 36 回東京

都異業種交流グループ合同交流会を開催した。 

 

会 議 名 開催日 参加グループ数 

グループ協議会 9月17日 18 

2021年度 年報

− 28− − 29−



2021年度 年報 
 

 - 30 -

 

2) 東京都異業種交流グループ合同交流会 

異業種交流グループ間交流の促進を目的として、「コロナ禍、元気の発信はここから」

をテーマに、基調講演、グループディスカッションをオンライン開催し、71 名が参加し

た。また、新グループ会員 18 社を YouTube 動画にて配信した（配信期間：3 月 2 日～3

月 8 日、視聴回数：計 679 回）。 

 

44..11..33  医医療療機機器器産産業業参参入入支支援援  

 2017 年度から東京都の委託を受けて、ものづくり中小企業の医療機器開発・事業化を技術

面から支援する、「医工連携コーディネーター事業」を推進している。本事業では、都産技

研、東京都医工連携 HUB 機構、公益財団法人東京都中小企業振興公社の 3 機関が協力し、各

機関の特徴を活かした支援体制を整えている。都産技研では、臨床・研究機関、製販企業な

どの関連機関からのシーズやニーズを、ものづくり中小企業に展開していくことで、ビジネ

スマッチングを支援している。2021 年度の主な事業は、以下のとおり。 

 

・都産技研医工連携コーディネーターによるマッチング活動 26 件 

・医療分野参入促進に向けたセミナー参加 87 名（第 1 回 29 名、第 2 回 58 名） 

医療技術の最新動向や医工連携による開発事例をテーマとしたセミナーを開催 

・医工連携コーディネーターによる製品化支援活動 13 件 

医療機器の認証・規格適合などについて実施 

 

 
44..11..44  業業種種別別交交流流会会  

業界が抱えている技術的な課題を含めたニーズを的確に把握し、都産技研の各事業に反映

させるために業種別交流会を開催している。2021 年度の開催では、業界から 21 名、都産技

研職員 7 名が参加し、中小企業の技術力向上のために、業界の活動状況や技術的問題点、今

後の取り組みなどについての情報や意見の交換を行った。 

（医工連携事業スキーム） 
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44..11..55  技技術術研研究究会会  

技術力および技術開発力の向上を目指す中小企業の経営者、技術者で構成される研究会で

あり、研究会のメンバーと都産技研の職員による技術情報の提供や意見交換を行った。2021

年度は、計 37 回（うちオンライン開催 33 回）開催し、参加者は延べ 462 名だった。 

44..11..66  技技術術審審査査  

都産技研では、東京都や公益財団法人東京都中小企業振興公社、区市、商工団体などから

依頼を受け、新製品・新技術開発などの助成事業、技術表彰、認定などの技術審査のため、

書類審査および審査委員の派遣を行っている。 

2021 年度は 29 団体からの依頼により 76 事業の審査に携わり、延べ 4,362 件の技術審査を

行った。 

   

実 施 主 体 延べ件数 

東京都 1,401 

（公財)東京都中小企業振興公社 1,496 

区市 640 

団体 825 

合計 4,362 

 

44..11..77  首首都都圏圏公公設設試試験験研研究究機機関関ととのの連連携携  

2002 年度、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の公設試が連携し、都県域の枠にとらわれ

ず、域内中小企業の技術支援を行うために、首都圏公設試験研究機関連携体（以下、「TKF」

という。）を設立した。2008 年度からは横浜市も参加し、5 機関体制となった。また、公設

試では 2011 年度より長野県、2013 年度より栃木県、群馬県、山梨県、山梨県富士工業技術

センター、さらに 2014 年度には茨城県、静岡県、2015 年度には新潟県がオブザーバー機関

として参加している。 

 

連携 5 機関：都産技研、埼玉県産業技術総合センター、千葉県産業支援技術研究所、地方独

立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所、横浜市工業技術支援センター 

オブザーバー機関：関東経済産業局、東京都産業労働局商工部、国立研究開発法人産業技術

総合研究所、茨城県産業技術イノベーションセンター、栃木県産業技術

センター、群馬県立産業技術センター、新潟県工業技術総合研究所、山梨

県産業技術センター、山梨県富士工業技術センター、長野県工業技術総

合センター、静岡県工業技術研究所 

 

TKF では、ウェブサイト「首都圏テクノナレッジ・フリーウェイ」の運営や、「IT・情報」、

「高分子材料」、「デザイン」、「バイオ技術」、「ロボット技術」の技術分野における研究員の

情報交換を目的としたパートナーグループの活動、研究員の相互派遣活動（TKF ミニインタ

ーンシップ）を通じて、相互の交流を進めている。 

 

（1) 首都圏公設試連携推進会議、TKF オープンフォーラム 

連携の具体的な方向性などを検討するために、定期的に首都圏公設試連携推進会議を開

催している。2018 年度からは広域首都圏輸出製品技術支援センター事務局会議および運営
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委員会も兼ねた会議を開催している。また、年に一度 TKF 事業の成果発表の場として TKF

フォーラムを開催し、連携の充実を図ってきた。2015 年度からは TKF フォーラムを一般公

開し（TKF オープンフォーラム）、中小企業に対する情報提供の場、交流の場としている。 

 
 

No. 開催日 開催場所 参加機関 出席者数 

1 
10 月 5 日 

～10 月 19 日 

埼玉県産業技術総

合センター（オン

デマンド配信） 

連携 5 機関、オブザーバー機関、一般参加者 

2,136 

（総アク

セス数） 

2 10 月 22 日 
ウェブ開催および

都産技研本部 
連携 5 機関、オブザーバー機関 47 名 

 

（2) 他機関での発表 

他機関で実施する研究発表会に、都産技研の職員を派遣して広く技術の普及活動を行っ

た。また、産学連携による研究成果の実用化を目指した国立研究開発法人科学技術振興機

構が主催する「新技術説明会」に、公設試として 2018 年度から参加している。2021 年も

「ものづくり技術 新技術説明会」として、都産技研から 2 件、他機関から 8 件の発表を行

った。研究員の相互派遣及び交流として、TIRI クロスミーティング 2021 に TKF 機関を招

聘し 3 件発表、TKF 参加機関の研究発表会へ職員を派遣、2 機関計 3 名の発表を行った。 

 

44..11..88  大大学学・・研研究究機機関関等等ととのの連連携携  

大学や研究機関などと各種事業の共催、職員の講演や、共同研究に取り組み、連携事業を

推進した。 

 

(1)  セミナー・講習会（職員・研究員の講演） 

事業名 連携機関 開催日（場所） 参加人数 

第 1 回医工連携セミナー「高齢化社

会に対応する最新医療」 
東京都健康長寿医療センター 

11 月 10 日 

（オンライン） 
29 名 

都産技研セミナー「熱拡散率測定」 産業技術総合研究所 
12 月 14 日 

（本部） 
10 名 

都産技研主催「中小企業の 5G・

IoT・ロボット普及促進事業」セミ

ナー 

産業技術総合研究所 
3 月 2 日 

（オンライン） 
80 名 

スマートテキスタイルプロジェク

ト、共催セミナー 

産業技術総合研究所 

（人間拡張研究センター） 

3 月 10 日 

（オンライン） 
25 名 

 

(2)  都産技研主催イベントへの協力 

事業名 連携機関 

TIRI クロスミーティング 2021  

産業技術大学院大学、東京都立大学、東京電機大学、

化学研究評価機構、東京都農林水産振興財団、 

東洋大学 

東京イノベーション発信交流会 2022  

WEB 展示会 

東京工業高等専門学校、産業技術総合研究所、 

東京都農林水産振興財団 
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44..11..99  協協定定・・覚覚書書締締結結一一覧覧  

大学や研究機関、産業支援機関、行政機関、金融機関と協定、覚書などを締結し、産業振

興および中小企業振興のための事業連携を図っている。2022 年 3 月 31 日現在の各機関との

「協定書」、「覚書」の締結状況は以下のとおりである。 

 

No. 機関名 協定書・覚書 締結年月日 

1 （公財)東京都中小企業振興公社 
協定書 2006年4月1日 

覚書 2007年1月4日 

2 （一社)コラボ産学官 
協定書 2006年8月10日 

秘密保持契約書 2006年9月1日 

3 産業技術大学院大学 協定書 2007年2月26日 

4 東京都立大学 業務協定書 2007年3月15日 

5 
東洋大学 

バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター 
協定書 2008年4月1日 

6 長岡技術科学大学 
協定書 2008年8月26日 

覚書 2009年8月6日 

7 新宿区 協定書 2008年9月22日 

8 東京都立多摩科学技術高等学校 覚書 2008年10月14日 

9 芝浦工業大学 
協定書 2009年3月12日 

教育研究協力に関する協定 2009年11月10日 

10 板橋区 業務連携に関する覚書 2009年6月3日 

11 港区 協定書 2009年7月16日 

12 多摩信用金庫 
たましん事業支援センター

の活用に関する覚書 
2009年7月16日 

13 府中市 覚書 2010年5月13日 

14 （国研)産業技術総合研究所 協定書 2010年11月24日 

15 北区 覚書 2011年2月21日 

16 （公財)まちみらい千代田 覚書 2011年4月14日 

17 品川区 協定書 2011年6月1日 

18 東京都立産業技術高等専門学校 協定書 2011年9月12日 

19 江東区 協定書 2011年9月14日 

20 朝日信用金庫 協定書 2012年1月27日 

21 （一財)機械振興協会 協定書 2012年3月8日 

22 （公財)日本発明振興協会 協定書 2012年4月9日 

23 江東信用組合 協定書 2012年6月6日 

24 東京電機大学 協定書 2012年7月23日 

25 明星学苑明星大学 協定書 2012年10月12日 

26 （公財)東京都農林水産振興財団 協定書 2012年12月7日 

27 日野市 覚書 2013年2月26日 

28 昭島市 協定書 2013年3月12日 

29 城南信用金庫 覚書 2013年3月13日 

30 （一財)化学研究評価機構 協定書 2013年3月21日 

31 さわやか信用金庫 協定書 2013年4月1日 

32 （一社)東京工業団体連合会 協定書 2013年9月5日 

33 東京都商工会連合会 協定書 2013年10月22日 

34 西武信用金庫 協定書 2013年10月28日 

35 東京理科大学 協定書 2013年11月5日 

36 葛飾区 協定書 2013年11月26日 

37 東京工業高等専門学校 協定書 2014年3月26日 
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No. 機関名 協定書・覚書 締結年月日 

38 法政大学 協定書 2014年4月11日 

39 東京東信用金庫 協定書 2014年6月3日 

40 芝信用金庫 協定書 2014年6月11日 

41 東京商工会議所 協定書 2014年7月14日 

42 青梅市 協定書 2014年8月26日 

43 青梅商工会議所 協定書 2014年8月26日 

44 千葉工業大学 協定書 2014年9月30日 

45 墨田区 協定書 2014年11月13日 

46 タイ工業省 協定書 2014年11月25日 

47 電気通信大学 協定書 2014年12月09日 

48 荒川区 協定書 2015年3月03日 

49 泰日経済技術振興協会 協定書 2015年4月24日 

50 （一社)組込みシステム技術協会 協定書 2015年10月19日 

51 （公財)台東区産業振興事業団 協定書 2015年11月05日 

52 泰日工業大学 協定書 2016年2月04日 

53 亀有信用金庫 協定書 2016年2月17日 

54 信州大学 
協定書 2016年3月10日 

覚書 2016年5月31日 

55 （株)東京きらぼしフィナンシャルグループ 協定書 2016年5月27日 

56 江戸川区 協定書 2017年3月29日 

57 東京海洋大学 協定書 2017年3月30日 

58 東京農工大学 協定書 2017年9月13日 

59 兵庫県立大学 協定書 2018年5月1日 

60 足立区 協定書 2018年8月6日 

61 八王子市 協定書 2019年3月27日 

62 （株)商工組合中央金庫 協定書 2019年9月30日 

63 東邦大学 協定書 2019年10月7日 

64 大田区 
協定書 

2020年11月16日 
覚書 

65 町田市 協定書 2021年3月4日 

66 文京区 協定書 2021年7月1日 

 

個別部署での協定締結 

No. 機関名 協定書・覚書 締結年月日 連携部署 

1 （株)日本政策金融公庫 大森支店 覚書 2013年10月1日 城南支所 

2 （株)日本政策金融公庫 立川支店 覚書 2013年10月30日 多摩テクノプラザ 

3 （株)日本政策金融公庫 千住支店 覚書 2013年12月18日 城東支所 

4 （株)日本政策金融公庫 江東支店 覚書 2014年1月17日 墨田支所 

 

44..11..1100  産産業業技技術術連連携携推推進進会会議議  

産業技術連携推進会議は、全国の公設試および国が相互に連携し、効率的な事業運営を図

るために、機関相互の情報交換や連絡調整、国への要望などの議題で開催されている。産業

技術連携推進会議の組織には、技術分野別の部会、分科会、研究会があり、技術情報の交換、

共同研究、現地研修、研究発表などの活動を行った。 
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44..22    都都産産技技研研のの資資源源ややネネッットトワワーーククをを活活用用ししたた支支援援  

44..22..11  製製品品開開発発支支援援ララボボ  

新製品・新技術開発を目指す中小企業を支援する施設として、2006 年度より「製品開発支

援ラボ」を旧西が丘本部に 3 室設置し運営を開始した。中小企業の事業化支援の充実と強化

を目的に、2010 年 2 月多摩テクノプラザ開設時に 5 室設置、2011 年 10 月本部開設時には新

たに 18 室設置、2012 年 10 月からは 19 室に増室し、合計 24 室を提供している。 

製品開発支援ラボは、①都産技研の技術支援を得ながら効率的に技術開発できる、②24 時

間利用できる、③ラボマネージャーが各種相談に応じ製品開発、事業化をサポートする、な

どの特長がある。また、本部には機械加工機器、電気試験機器などを整備した共用の試作加

工室、ドラフトチャンバーや精密天秤などを整備した共用の化学実験室を設置し、迅速に製

品開発できるよう支援の充実に努めている。入居者はウェブサイトやメールニュースなどで

公募し、入居者選定審査会において審査の上、選定している。2022 年 3 月 31 日現在、本部

ラボ（19 室）は 19 室が入居中、多摩ラボ（5 室）は 5 室が入居中である。 

 

本部 

室番号 企業名 利用の概要 

301 モダンデコ（株) 
生活家電製品の改良・品質検査のスピード化と高品質な家電製品開

発 

302 ハードロック工業（株) 
宇宙航空機産業参入に向けた新製品開発とボルト締結体基礎物性の

把握 

303 クスノキ石灰（株） 
地球温暖化の原因となる CO2 を新たなセラミックス製品へ利用した

製品開発 

304 
ハドラスホールディングス

（株) 
ガラスコーティング剤の製品開発と利用範囲拡大 

305 （株)CICS 加速器を用いたホウ素中性子捕捉治療システムの実用化 

306 
シリウス・ニューマテリアル・

テクノロジー（株) 
プラスチック工業向けの機能性添加剤の開発 

307 エンネット（株) 車載用リチウム電池の再利用診断技術の開発と製品化 

308 （株)CYBO 独自技術である高速 AI 顕微鏡および AI ソルセーターの試作開発 

309 （株)環境経営総合研究所 
「脱プラスチック」への素材開発・各種試験による論理的実証の強

化 

310 クラリアントジャパン（株) 植物由来の原料を使用した新たな化粧品原料の開発と評価 

311 （株)アクセルスペース 
超小型人工衛星の量産化に関する高品質・製造技術手法の技術課題

の解決 

312 （株)VR デザイン研究所 
大型 VR 機器の実証実験とその開発及び AI 利用した VR/AR 学習シス

テムの開発 

313 （株)アルファ・プロダクト 
超音波等を利用した非破壊検査技術の開発や検査装置の製造・検査

サービス 

314 デザミス（株) 農業・畜産分野における IoT 機器の開発 

315 （株)名取製作所 2020 年パラリンピックに向けスポーツ用義足の開発 

316 （株)FSCE 光学ユニット開発、ステージ技術開発 

317 （株)アパタイト 歯科用無機化学系材料の性能試験及び、電気メスの次世代器開発 

318 メイワフォーシス（株) 
SEM 試料観察用コーティング装置の自動化と品質保証に必要なデー

タ取得 

319 ビーエルテック（株) 24 時間稼働の水質分析装置の開発と製品化 

2021年度 年報

− 34− − 35−



2021年度 年報 
 

 - 36 -

 

多摩テクノプラザ 

室番号 企業名 利用の概要 

ラボ 1 （株)システム計装 IoT を活用した空調設備省エネコントローラーシステムの開発 

ラボ 2 ナノコート・ティーエス（株) 真空・プラズマ技術を用いた薄膜作成技術の開発 

ラボ 3 LEBO ROBOTICS （株) 風力発電機ブレードのメンテナンスロボットの開発 

ラボ 4 （株)EVTD 研究所 知見を有す電動車両技術を踏まえ、家庭向け蓄電池事業の開発 

ラボ 5 ineova（株) 防災用・非常用のアルミホイル電池の開発及び大型非常用電池開発 

 

44..22..22  ススタターートトアアッッププ企企業業のの製製品品化化・・事事業業化化をを支支援援すするる取取りり組組みみ  

東京都のスタートアップ支援事業や、企業支援機関との連携によりスタートアップ企業の

製品化・事業化を支援する取り組みを行った。 

 

（1）東京都のスタートアップ支援事業との連携 

東京都ものづくりベンチャー育成事業（Tokyo Startup Beam）と連携し、製品開発支援

ラボに入居するスタートアップ企業が当該事業に採択され、試作支援を 2 回行った。 

 

（2）文京区とスタートアップ企業の支援強化のため協定を締結 

文京区は大学等の教育研究機関が多く立地することを背景に、スタートアップ企業が多

く集まっているため、企業支援強化のため 7 月 1 日に協定を締結した。連携による取り組

みとして、東京イノベーション発信交流会への、スタートアップ企業の推薦などを行った。 

 

（3）東京イノベーション発信交流会 2022WEB 展示会へのスタートアップ企業の参加 

公益財団法人東京都中小企業振興公社、東京きらぼしフィナンシャルグループ、文京区

から、推薦を受けたスタートアップ企業が東京イノベーション発信交流会 2022WEB 展示会

に参加した。出展企業ページを閲覧した参加者数は以下のとおり。 

 

・ロボット駆動用モーターメーカー（155 名） 

・生分解性ポリマーメーカー（86 名） 

・遠隔診療サービス関連企業（76 名） 

・IoT 活用サービス業（55 名） 

・機能性食品メーカー（46 名） 

・力学シミュレーションソフト開発企業（42 名） 

 

（4）金融機関との連携 

金融機関のスタートアップ企業支援に関する情報を対象企業に提供した。5 月に計 3 行

と打合せを実施した。 
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44..33  海海外外展展開開のの促促進進  

44..33..11  海海外外展展開開技技術術支支援援    広広域域首首都都圏圏輸輸出出製製品品技技術術支支援援セセンンタターー（（MMTTEEPP））  

広域首都圏輸出製品技術支援センター（以下、「MTEP（エムテップ）」という。）は、1 都 10

県 1 市の運営機関が連携して中小企業のための海外展開支援サービスを提供している。 

運営機関：都産技研、茨城県産業技術イノベーションセンター、栃木県産業技術センター、

群馬県立産業技術センター、埼玉県産業技術総合センター、千葉県産業支援技術

研究所、地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所、新潟県工業技術総合

研究所、山梨県産業技術センター、長野県工業技術総合センター、静岡県工業技

術研究所、横浜市工業技術支援センター 

中小企業の海外規格対応への支援について円滑かつ適切な運営を進めるために、2021 年

10 月 22 日に MTEP 連携会議を開催し、46 名が参加した。 

 

（1）専門相談員の配置 

都産技研では、下表記載の専門相談員を置き、相談に対応した。 

専門相談員氏名 技術分野 

阿竹信彦 UL 認証、北米規格 

生島 博 知的財産全般、権利取得・管理・活用 

石井 満 CE マーキング、各国認証制度、取扱説明書 

井原房雄 CE マーキング、低電圧指令、EMC 指令 

大向勇太※ CE マーキング、低電圧指令、レーザー安全規格 

岡野雅一 RoHS 指令、REACH 規則 

奥野克幸 中国規格、安全規格 

忍足光史 各国薬事法規制 

木村隆夫 化学物質管理・法規制、SDS 

元 淑華 EMC・安全・無線の各国認証 

篠﨑厚志 EMC、CE マーキング 

中山政明 RoHS 指令 

福井 寛 EU 化粧品規制 

松浦徹也 RoHS 指令、REACH 規則、WEEE 指令 

松尾 渉 CE マーキング、低電圧指令、EMC 指令 

宮﨑好明 CE マーキング、各国認証制度 

森 浄 CE マーキング、低電圧指令、EMC 指令 

吉川 保 CE マーキング、機械指令 

※2021 年 9 月から 

 

（2）海外展開に対応するための技術支援 

 ① 技術相談 

2021年度の相談実績は963件だった。うち、オンラインが266件、来所が113

件、その他（電話、メール等）が584件だった。 
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 ② 実地技術支援 

2021年度の実地技術支援実績は20件だった。医療機器の CE マーキング、家庭

用電動家具の安全規格の分野で対応した。また、静岡県工業技術研究所と協力

し、静岡県内中小企業への実地技術支援を実施した（都産技研はオンライン参

加）。 

 

（3）海外展開に必要な技術セミナーの開催 

① 都産技研主催 MTEP セミナー 

a) オンデマンド配信セミナー 

・MTEP ミニ講座 CE マーキング超入門（11 月～3 月全 9 回配信、62 名） 

・MTEP ミニ講座 RoHS 指令超入門（11 月～3 月全 9 回配信、51 名） 

b) オンライン配信セミナー 

・EU・中国化粧品規制入門（10 月 22 日、34 名） 

・CE マーキング入門＋RoHS 指令入門（12 月 16 日、18 名） 

・日米欧の医療機器規制（9 月 8 日、7 名） 

② 港区共催セミナー（オンライン）中小企業人材育成塾グローバル研修 

・CE マーキング入門＋RoHS 指令入門（2 月 17 日、30 名） 

 

（4）技術情報の提供 

海外の法規制は分野が広く、情報更新も随時行われているため、情報提供の効率化のた

めに、2021 年度から印刷物で配布していた解説テキストやチラシなどをウェブ化し公開を

開始した。 

① MTEP ウェブサイトでの情報公開 

② TIRI NEWS で、最新の海外法規制に関する情報および解説を掲載 

③ 海外法規制に関する解説テキスト 17 冊を掲載 

・従来の解説テキスト計 16 冊をウェブブック化（6 月公開） 

・「chemSHERPA※を使ってできること」の公開（1 月公開） 

 ※chemSHERPA（ケムシェルパ）：製品含有化学物質情報をサプライチェーン全体で

適正に運用するために経済産業省主導で作成されたデータ作成支援ツールの名称 

④ 海外規格書の閲覧サービスの提供 

ウェブサーバーまたは冊子にて海外規格情報の閲覧サービスを提供した。また、

改正・更新した海外規格についても対応した。 

・ウェブサーバーにて閲覧できる海外規格 IEC、ISO、JIS 

・冊子にて閲覧できる海外規格 AMS、ASTM、EN、IEC、ISO、MIL など 

 

（5）支援成果事例紹介のデジタル化対応 

2020 年度まで紙媒体で提供していた支援成果事例を、2021 年度からウェブサイトにて

情報提供を開始した。2021 年度は 3 件の事例を公開した。また、過年度の冊子版 MTEP 成

果事例集掲載事例 26 件も MTEP ウェブサイトに掲載した。 
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44..33..22  海海外外支支援援拠拠点点（（ババンンココクク支支所所））  

2015 年 4 月に設立した都産技研初の海外拠点であるバンコク支所では、ASEAN に展開する

日系中小企業へ技術相談、産業人材育成、産業交流を実施している。産業人材育成では都産

技研本部と現地日系企業現場をウェブ会議システムで結ぶことで技術的課題の解決を図っ

た。 

 

（1）産業人材の育成 

バンコク支所と本部と連携したオンラインセミナーを開催した。2021 年度は、都産技研

職員が講師となるセミナーを計 5 回開催し、延べ 69 名（タイ人聴講者 6 名）が受講した。

また、セミナーで日本語からタイ語への AI 翻訳を導入し、日系企業勤務のタイ人がセミナ

ーに参加しやすい環境を構築した。 

 

（2）技術相談・実地技術支援 

タイにおける多様な課題に対応した技術相談、バンコク都外にある工業団地内の日系中

小企業の現場に赴き実施する実地技術支援を計 123 件実施した。 

 

（3）産業交流、機関連携 

タイの日系企業支援機関と連携し、各種イベントを開催した。 

・公益財団法人東京都中小企業振興公社との共同主催事業“T-café Online”（2 月 18 日、

3 月 8 日） 

・埼玉県タイサポートデスク共催ビジネス交流会（3 月 18 日、ハイブリッド開催） 

・タイ工業省産業振興局、中小企業基盤整備機構の主催事業への協力 

 

（4）タイの産業動向の都内中小企業へ情報提供 

「コロナ後のタイ産業動向」の調査を行い（外部委託）、報告書を作成し、ウェブサイト

にて公開した。 
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